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１　はじめに

　本研究の目的は、教員の力量形成における校内
研修会の実施状況や校長及び教員の資質向上に関
する指標（以下育成指標と表記）の学校における
活用状況と必要性に対する認識を明らかにするこ
とである。そのために、各学校の研修への取り組
みの実態とともに力量形成における育成指標の役
割や認識を調査結果に基づいて検討し、現状と課
題を明らかにする。
　本研究の目的を設定した理由の一つは、変化す
る社会における教員の力量形成において、教員研

修の役割がいっそう重要になってきたことがあ
る。さらに、教員の免許更新制度の発展的解消が
打ち出されるとともに（中央教育審議会　2021）、
育成指標に基づいた教員の資質向上が進められて
いる等教員研修の果たすべき役割の重要性が増し
てきていることがある。
　第二として、学校教育を取り巻く現状の変化が
ある。新型コロナウイルス感染症の発生から数年
が経過しているが、2022年２月時点において、未
だに収束の見通しは立っていない。その中で新型
コロナウイルス感染症の蔓延による登校規制等が
あったり、これまで行われてきた対面による授業
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形態の見直しが進められてきたりしている。この
ことから、教員や都道府県及び市町村教育委員会
は、ICT活用を踏まえた授業の実践を迫られた。
併せて、情報化社会を踏まえたGIGAスクール構
想（文部科学省　2019）が提唱され、教育行政に
より各学校でネットワーク環境や情報機器の整備
が進められていることがある。
　第三として、答申等による新たな教師の学びが
示されたことがある。中央教育審議会による「『令
和の日本型教育』を担う新たな教師の学びの姿の
実現に向けて　審議のまとめ（案）」（中央教育審
議会　2021）では、日本型学校教育を担う教師の
資質能力の向上のために、新たな教師の学びの姿
を示している。具体的には、学び続ける教師への
期待や継続的な学びを支える主体的な姿勢、教師
の個性に即した個別最適な学びの必要性があげら
れている等、教育課題の変化がある。
　これらの変化する社会における研修の必要性や
教育を取り巻く環境の変化、さらに教師の新たな
学びの提示等が本研究のテーマを設定した理由で
ある。
　本研究のテーマ設定及び研究の目的を踏まえ、
これまでの先行研究の成果と残された課題を検討
する。その際の視点は、教員研修の役割と教員の
研修に対する認識、及び教員研修と育成指標の関
わりの３点である。
　第一は、育成指標を踏まえた教員研修の役割に
関する研究である。鈴木（2019）は教員研修の役
割を育成指標との関わりを踏まえて検討した。報
告の中で、育成指標と教員研修との関連づけの重
要性や研修内容の吟味の必要性を指摘した。さら
に角島（2019）は、学校現場が求める教員の資質・
能力に関する研修内容について、私立学校の実践
を踏まえて検討した。その中で、多様な学びのス
タイルへの対応等により教育の質を確保していく
ために、教員研修が担うべき役割を認識するとと
もに、教職の意義や教員の役割を捉える複眼的な
視座を持つことの必要性を指摘した。また、松田
（2020）は、「学び続ける教員像」の具現化に向
けた研修の奨励施策を、都道府県や政令指定都市

の教員研修計画に基づいて検討した。その中で、
教員研修の義務的側面が強調されることで「学び
続ける教員」が「教えられ続ける教員」とされな
いことへの配慮の必要性を指摘している。これら
の先行研究により、教員研修の実態や役割が明ら
かにされてきた。しかし、それらの研究成果は、
研修の役割について教員の認識を、校種の違いを
踏まえて分析してはいない。
　第二は、教員の研修に対する認識に関する先行
研究である。福島県教育センター（2006）は、福
島県で勤務する教職員の意識調査として、教員の
資質能力の形成過程を検討した。調査結果から、
教員の行き詰まりを乗り越えた方法として、先輩
教員からのアドバイスや同僚との会話、実践、自
己研修等とし、OJTの必要性を指摘した。さらに、
鈴木・鈴木・多田（2019）は、教員の研修に対す
る意識を調査結果に基づいて検討した。報告の中
で、研修方法により教員の有効性に対する認識が
異なることや年代による研修意欲の低下等の課題
を指摘した。また、橋本・吉岡（2021）は、自己
研修の機会としての研修会受講の効果を、小学校
教員を対象にした事例研究の結果をもとに報告し
ている。その中で、受講の手法としての焦点化の
スキル向上により受講者の気づきが生まれ受講後
の教員の変化を促進したとして、研修の有効性を
主張した。これらの先行研究から教員研修に対す
る認識や研修の効果への意識の実態が明らかに
なった。しかし、各学校で行われている研修の内
容や認識の実態は明らかにされているとはいえな
い。
　第三は、教員研修と育成指標の関係に関する先
行研究である。鈴木（2019）は、育成指標の作成
過程と研修内容との関係を報告した。その中で、
育成指標と教員研修の内容の関わりを検討し、職
務遂行を踏まえたOJTと校外での研修機会とし
てのOff-JTを育成指標により計画的に実施する
ことの必要性を指摘した。さらに、若松・鈴木・
多田（2021）は、小学校における育成指標の認知
状況と校内研修における活用のあり方を、実態調
査に基づいて報告した。その中で、育成指標を踏
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まえた自己目標を設定するとともに、教員自身の
自己把握を踏まえた研修の必要性を指摘した。加
えて、後藤（2021）は、育成指標に基づいたミド
ル層の資質・能力向上を図るために、校内研修の
自律的な運営を促すマネジメントのあり方に関す
る実践研究の成果を報告している。その中で、研
修の計画や運営におけるマネジメントを意識する
ことにより、ミドル層の資質・能力の向上がみら
れたとしている。これらの先行研究により育成指
標の策定の経過や活用状況の実態が明らかにされ
てきた。しかし、各学校の活用の実態や校種によ
る必要感に対する認識の違い等は不明のままであ
る。
　以上の先行研究により、教員研修の実践状況や
教員の研修に対する認識の実態、さらに教員研修
と求められる資質能力としての育成指標との関わ
り等が明らかにされてきた。しかし、学校の研修
の実態や内容、さらに育成指標の活用状況や必要
性の実態については、明らかにされたとはいえな
い。このことを踏まえ、本研究の目的を、教員の
力量形成における校内研修会の実施状況及び育成
指標の活用状況と必要性に対する認識を明らかに
すること、とした。
　なお、各学校で行われている校内研修の形態と
して、多くの小学校や中学校において研究テーマ
を設定して取り組まれている学校課題研究と、各
学校において研修テーマを設定して取り組む校内
研修会がある。本論ではそ
の中の後者を扱うものと
する。
　本論の構成として、２章
に実態調査の概要を示す。
３章では、各学校における
校内研修会への取り組み
状況について検討する。４
章では各学校における育
成指標の活用状況及び必
要感について検討する。５
章は本論のまとめとする。

２　実態調査の実施について

　本章では、A県内の小学校や中学校、高等学校
における校内研修会及び育成指標の活用状況に関
する調査の概要を示す。
　各校の校内研修会の実施状況及び育成指標の活
用や必要性の実態調査は、A県内から抽出した小
学校や中学校に対して質問紙の郵送、及び高等学
校に対してはインターネットを用いて調査を実施
した。
　本調査の概要は次のとおりである。
（1）　調査対象
　本調査対象は、小学校及び中学校については、
A県内より無作為に抽出した。高等学校について
は、A県内の全県立高等学校とした。回答に協力
いただいた学校の数は表１に示したとおりである。
（2）　調査内容
　小学校や中学校及
び高等学校の管理職
を対象に、校内研修
会と育成指標の活用
状況について、現状
と認識について調査
した。調査内容は表
２に示したように、各校の校内研修への取り組み
及び育成指標の活用状況等の実態や必要度に対す
る認識である。
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表１　回答学校数

表２　分析対象とした調査内容

1 校内研修会の実態
(1) 研修内容の意向把握対象者
(2 ) 「校内研修会」の実施内容
(3 ) 「校内研修会」実施時の講師
(4) 「校内研修会」 の実施回数

2 育成指標の活用状況
(1) 活用状況 ［学校対象】

校種 学校数

小学校 34 

中学校 18 

高等学校 52 

合計 94 

会議等で県が示した『校長及び教員としての賓質の向上に関す
る指標（育成指標）』を話題にした回数

(2) 教員の育成指標の活用に関する学校としての必要性に対する認識
a 機会に応じて育成指標の周知を図ること
b 勤務状況確認シー ト作成の際に育成指標を踏まえること
c 自己のキャ リアステージを踏まえて育成指標を活用すること
d 育成指標の内容と自己の課題意識とを関連づけること
e 育成指標の内容を踏まえて、センター等の研修に参加すること
f育成指標を踏まえて、自己の研修履歴を再確認すること
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（3）　調査方法及び実施期間
　調査は、小学校及び中学校は紙面による調査紙
を各校に郵送することで実施した。高等学校につ
いてはインターネットにより、マイクロソフト社
の Formsを用いて実施した。調査の実施期間は、
2021年11月から翌年の１月までとした。
　なお、育成指標の必要性に対する認識調査は、
６件法とし、「強く、そう思う」を６、「強く、そ
う思わない」を１等として、分析を行った。

３　各学校の校内研修会への取り組み状況

　本章では、各学校における校内研修への取り組
み状況として、テーマ設定の際の意向把握や、研
修内容、講師の内訳、実施回数を、調査結果に基
づいて検討する。
　校内研修会の実施形態は、小学校や中学校、高
等学校の校種によって多少異なる。小学校や中学
校では、多くの場合教科に関する内容については、
校内で設定した研究テーマに基づいた研修会とな
る。さらにそれ以外の校内研修会は、各学校の課
題解決のために設定した生徒指導や特別支援に関
するテーマ、今日的な教育課題としての ICTや
学習指導要領の改訂を踏まえた研修等が実施され
る。これらの実施主体になるのが現職教育や研究
部等の分掌主任である。
　高等学校では、多くの場合、学校全体で統一的

な研究テーマを設定した上での研究は実施されて
いない。このことから研修の機会は校内研修会が
主となる。さらに研修は教務部が主管する場合が
多い。このように校内研修会の実施実態の違いを
踏まえた上で、調査結果を検討するものとする。
（1）　研修テーマ決定の際の意向把握
　校内研修会を担当する組織は、一般的には小学
校や中学校では研究部であり、高等学校では教務
部である。
　各学校において校内研修会を実施する際の、
テーマ設定における意向把握の対象者の実態をま
とめた結果が図１である。図１では、校種として
上から小・中・高等学校、対象者として左から校
種全体の合計が多い順に配置した。なお、図中の
数字は回答校数である。さらに複数回答を可とし
た。この図によると、研修における意向把握の対
象者は小・中学校は「校長、副校長」がもっとも
多く、「主幹・教務」「研修主任」「各分掌主任」
が続いた。高等学校については、「校長、副校長」「各
分掌主任」「主幹・教務」「教諭」等の順となった。
　次に小学校についてみていくと、「校長、副校長」
とした学校が５割弱となり、「主幹・教務」が約
２割、「研修主任」が２割弱となった。さらに、
「各分掌主任」や「教諭」等が続いた。このこと
から、多くの学校で校内研修会のテーマは、校長
や副校長、主幹教諭や教務主任、そして研修主任
により決定されることが分かった。中学校も、「校

図１　研修テーマ決定の際の意向把握
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長や副校長」の割合が多少減少するものの、全体
としては小学校と同様の傾向がみられた。
　高等学校については、「校長、副校長」が約４割、
「各分掌主任」が約３割、「主幹・教務」が1.5割
とこれらの関係者で研修テーマが決定されること
が分かった。高校におけるテーマ決定の手順とし
て、多くの学校で分掌主任や学年主任等が所属す
る教員の意向を集約し、最終的に主任会等で決定
されることが想定される。
　以上のように、校内研修会のテーマ決定におけ
る意向把握の対象者として、小・中学校では、校
長や副校長とともに、主幹教諭や教務主任、さら
に研修主任が主となっていた。このことは、研修
テーマが、いわゆる校内課題研究に関する内容と
それ以外の内容とに区分されていることが反映し
ていると考えられる。さらに高等学校では、校長、
副校長とともに、各分掌主任の意向が主となって
いることから、学校の組織運営や今日的課題、及
び生徒に関する課題を解決するための研修が主と
なっていることが反映していると考えられる。　
（2）　研修内容
　各学校において校内研修会を実施する際のテー
マ設定の実態をまとめた結果が図２である。図２
では、校種として上から小・中・高校、さらに左
から各校種の総計が多い内容の順に配置した。
　全体の傾向として、小・中学校は「教科」「ICT」「生

徒指導」の順になっていた。高等学校は「生徒指
導」「ICT」「特別支援」「教科」の順になっていた。
　小学校については、「教科」に関する内容が全
体の５割程度を占めていた。このことは校内課題
研究としての教科に関する内容が主となっている
と考えられる。次に「ICT」に関する内容が約３
割となり、コンピュータやタブレットの活用等に
関する研修が想定される。さらに「生徒指導」と
「特別支援」がほぼ同数の１割程度となった。い
じめや不登校児童への対応とともに、特別な支援
を要する児童の増加を反映して研修が行われてい
ることが想定される。また、中学校については、
小学校と同様の傾向があるものの「特別支援」と
した学校は１校であった。
　高等学校については、「生徒指導」がもっとも
多く約３割を占めた。次が「ICT」であり、２割強、
さらに「特別支援」に関する内容が２割弱となっ
た。「教科」に関する内容は1.5割程度、「特別・
総合」に関する内容は１割程度であった。
　以上のように、校内研修会の内容として、小・
中学校は「教科」に関する内容が主となってお
り、学校課題研究との関連が推察される。さらに
「ICT」や「生徒指導」「特別支援」等が続いた。
高等学校では、「生徒指導」に続き「ICT」「特別
支援」教育となっており、今日的な学校課題に対
応した研修内容となっていた。

図２　校内研修会の内容

図2　校内研修会の内容
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（3）　研修会実施時の講師
　次に、校内研修会を実施する際の講師依頼対象
者の内訳をまとめた結果が図３である。図３で
は、講師依頼の内訳の各校種の総計が多い内容の
順に配置した。
　全体の傾向として、小・中学校は、校内研修会
の講師として「指導主事」が多くの割合を占め、
「校内の教員」や「校長、副校長」と続いた。高
等学校では、「校内の教員」と「校長や副校長」、「機
関の専門職」が比較的多かった。
　講師依頼の内訳の詳細として小学校について
は、「指導主事等」に依頼している割合が5.5割程
度であった。さらに、「校内の教員」が約2.5割、「校
長や副校長」が２割弱となった。少数ではあった
が、「他校の教員」や「機関の専門職」の場合もあっ
た。このことから、校内課題研究や ICTに関する
専門的な指導の要請によるものと考えられる。中
学校についても、「指導主事等」への依頼の割合
が約6.5割とやや多いものの、小学校と同様の傾

向がみられた。
　高等学校については、講師依頼の内訳として、
校内の教員が約３割、校長や副校長が2.5割とな
り、機関の専門職が約２割と続いた。それ以外に
他校の教員や大学の教員、スクールカウンセラー
等の事例があった。講師依頼に関して、このよう
に比較的多様な状況がみられた。
　以上のように、校内研修会での講師依頼につい
ては、小・中学校では指導主事が多くの割合を占
め、それ以外を学校内の管理職や教員等が担当し
ていた。高等学校においては、５割以上を校内の
管理職や教員等が担当するとともに、学校外の機
関の専門職や指導主事、大学の教員等に講師を依
頼しており、多様性がみられた。
（4）　校内研修会の実施回数
　各校で今年度実施及び予定されている校内研修
会の回数をまとめた結果が図４である。図４では、
左から実施回数の少ない順に配置した。

図３　校内研修会における講師の内訳

図3　校内研修会における講師の内訳
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　研修の実施回数に関する全体の傾向として、小
学校は、ほとんどの学校が６回以上とした。中学
校は多い学校と比較的少ない学校が二極化してい
た。高等学校では、学校によるばらつきが顕著で
あった。
　校種ごとに詳細をみていくと、小学校について
は、６回以上が約９割、３回とした学校が約１割
と極端な結果となった。小学校では、多くの学校
が月に１回程度校内研修会を実施しており、その
ことが調査結果に反映されていた。中学校では、
６回以上が約４割、３回が約３割、４回が約1.5割、
５回が約１割となり、比較的実施回数の多い学校
と少ない学校の二極化がみられた。高等学校につ
いては、６回以上が約３割となり、４回が２割強、
３回が２割程度、２回が２割弱となった。このよ
うに高校では、学校によって実施回数に幅がみら
れた。校内研修会の実施回数として、小学校はほ
とんどの学校が６回以上、中学校では６回以上と
３回の二極化、高校では学校によって異なる等、
校種による違いがみられた。
　本章の結果をまとめる。第一は、校内研修会の
テーマ設定における意向把握の対象者である。小
学校や中学校、高等学校において、テーマ設定の
際、校長や副校長の意向がもっとも重視されてい
た。さらに小・中学校では、主幹教諭や教務主任
とともに、研修主任の意向が重要視されていた。

このことは、研修テーマの決定において、校内課
題研究との関わりは研修主任の意向が、さらに今
日的課題への対応については学校管理職や主幹教
諭、教務主任の意向が反映されることが多いと考
えられる。また、高等学校では各分掌主任の意向
が反映されており、学年や生徒指導、進路指導等
の主任が分掌のメンバーの意向を収集し反映させ
ていることが想定される。第二は、校内研修会の
実施内容である。小・中学校は教科に関する内容
が半数を占め、ICTや生徒指導等であった。これ
らは、学校課題研究とともに高等学校で行われて
いる学校課題への対応を踏まえた研修内容と同様
になっていると考えられる。第三は、校内研修会
の講師依頼の内訳である。講師依頼については、
小・中学校がほぼ同様の傾向を示し、指導主事が
もっとも多く、続いて校内の教員や校長、副校長
となっていた。このことは、研修内容との関連か
ら、学校課題研究や ICT等の場合は指導主事に依
頼し、それ以外は校内で対応していると考えられ
る。高等学校では、校内の教員が多くさらに校長
や副校長、機関の専門職、指導主事となっており
多様性がみられた。第四は、校内研修会の実施回
数である。調査結果から小学校は６回以上が約９
割となり、ほぼ毎月のように実施していることが
想定される。中学校は、３回と６回以上が多くの
割合を占め、学校による２極化がみられた。高校

図４　校内研修の実施回数

図4　校内研修の実施回数
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については、１回から６回以上と実施回数に幅が
みられた。
　本章では、校種を踏まえた各学校における校内
研修への取り組み状況として、テーマ設定の際の
意向把握や、研修内容、講師の内訳、実施回数を、
調査結果に基づいて検討することができた。

４�　育成指標の周知機会及び必要性に関する認識

の実態

　本章では、教員の力量形成と関連がある育成指
標に関して、校内での周知状況及び必要性の認識
に関する調査結果を検討する。
（1）　育成指標の周知機会の状況
　各学校で実施される職員会議等での育成指標の
周知回数を調査した結果が、図５である。図５に
おける調査結果の各項目の配置は、図４と同様と
した。
　全体的傾向として、多くの学校が１回となったが、
校種により違いがみられた。小学校では、周知の
回数が０とした学校がわずかだがあった。このこ
とから、周知の方法が他校と異なっていたと考え

られる。また１回及び２回とした学校が、それぞれ
約４割となり、３回とした学校が約1.5割であった。
このことから、調査対象小学校における周知回数
が０回からに３回と、学校によってばらつきがあ
ることが分かる。中学校については、６割の学校
が１回としており、約３割の学校が２回実施してい
た。さらに１割程度の学校は、３回実施していた。
高等学校については、7.5割とほとんどの学校が１
回実施していたが、２回実施した学校も２割程度
あった。
　以上のように、ほとんどの学校が育成指標を１
回以上周知していた。２回や３回以上実施した学
校は小学校に多く、その割合は中学校、高等学校
と減少していた。しかし、ほとんどの学校で育成
指標の重要性を認識して、教員の力量形成と関連
づけて周知を図っていることが分かった。
（2）　育成指標の必要性に対する認識
①　育成指標の必要性に対する各校の認識
　育成指標の必要性に関する６つの調査項目に対
する認識調査の結果を、グラフで示したのが図６
である。

図５　育成指標の周知状況

図5　育成指標の周知状況
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　調査内容は、表２の「２ 育成指標の活用状況 

（2）」に示した aから dの各調査項目である。さ
らに、各校の必要性の認識として、おおいに必要：
６、かなり必要：５、少し必要：４、少し不必要：３、
かなり不必要：２、まったく不必要：１の６件法
で回答を求めた。図６では、各調査項目の平均値
が高い項目、さらに小学校、中学校、高等学校の
順にグラフを配置した。加えて、グラフの右側に
は、各項目について校種ごとの平均値を示した。
　育成指標の必要度に対する認識調査の全体的傾
向として、もっとも必要度が高かった項目が「自
己の『キャリアステージ』を踏まえた活用」であ
り、「自己の『課題意識との関連』」「育成指標の
『周知への意識』」「育成指標を「勤務状況確認
シート」作成の際に踏まえる」「育成指標を踏ま
えた『研修履歴の再確認』」と続き、「指標を踏ま
えた『センター研修等』への参加」がもっとも低
くなった。さらに、校種による特色として、「研
修履歴の再確認」と「センター研修等」以外は、
すべての項目について必要度を小学校、中学校、

高等学校の順で高かった。
　育成指標策定の目的は、キャリアステージに応
じて教員が必要とされる資質を把握できることで
ある。本項で検討した各校の育成指標に対する必
要度への認識調査の結果によると、「キャリアス
テージ」や「課題意識との関連」が上位に位置し、
育成指標策定の意図との一致がみられた。一方、
センター研修等への参加や研修履歴の再確認等に
ついては、必要度がやや低くなっており、今後の
周知への取り組みが求められる。
②　校種による認識の違い
　校種間の違いを検討するために、必要度の認識
に対する小学校、中学校、高等学校への調査結果
について、分散分析の実施結果を表３に示した。
なお、統計分析に清水（2016）によるフリーソフ
トであるHADを用いた。表３では、認識に対す
る平均値の高い項目から配置し、左から校種ごと
の平均値、さらに全体平均、そして分散分析の結
果として、F値、ｐ値、η２値、多重比較の結果
を記した。

図６　育成指標の必要性に対する認識
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　分散分析の結果によると、育成指標の必要度に
ついて校種間で有意な差がみられた項目は、１％
の危険率で「勤務状況確認シート」であった。多
重比較の結果、小学校の必要度の認識が高等学校
と比較して１％の危険率で有意に高くなった。ま
た「キャリアステージ」について５％の危険率で
有意な差がみられた。多重比較の結果、高等学校
と比較して小学校が５％の危険率で有意に高く
なった。それ以外の４項目については、校種間に
有意な差はみられなかった。
　以上のように育成指標に関する必要度の認識に
関して、「勤務状況確認シート」と「キャリアス
テージ」の２項目については、校種間で認識の差

がみられた。このことは各学校での育成指標の周
知や活用状況の実態を反映しているものと考えら
れる。しかし、それ以外の項目に関しては、校種
間に有意な差はみられず、認識の差は全体として
は少なかったといえる。
（3）　育成指標の活用に対する意見について
　各学校に対して、
育成指標の今後の活
用について自由記述
を求めたところ、各
校から回答を得るこ
とができた。それら
の自由記述につい
て KH  Coder（樋口
2014）を用いて頻出
語を抽出した結果
が、表４である。こ
れらの結果による
と、育成指標の活用
に対する各校の意見
として、「活用」が17回、「意識」が11回、「教員」
が８回、「自己」と「目標」が７回「育成指標」
と「研修」が６回等となった。このことから、自
由記述の記載事項をまとめると「育成指標の活用
として、教員の自己目標の設定とともに、必要な
研修を意識すること」とすることができる。
　さらに、KH Coderを用いて共起ネットワーク
図を作成した結果が、図７である。この図による
と、育成指標の活用について、まとまりが５つで

表４　頻出語一覧
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表３　育成指標の必要感に対する各校の実態

項 目
現状認識の平均値 分散分析の結果

小学校 中学校 高等学校 平均｛直 F 値 p 値 乃 2 {直 多重比較 (Hoh n 法〉

キャリアステージ 5.30 5.11 4.75 5.18 4.605 .012 * .084 小 〉高

課題意識との関連 5. 12 5.06 4.79 5.11 1. 770 .176 .034 

周知への意識 5.06 4.83 4.8 1 5.07 0.945 .392 .019 

勤務状況確認シート 5.24 5.11 4.56 5.06 5.419 .006 ** .098 小 ＞〉 高

研修履歴の再確認 4.73 4.67 4.69 4.82 0.026 .974 .001 

センター研修等 4.48 4.67 4.7 1 4.70 0. 711 .494 .00 1 

※ 1 p {直の表記 ** : p < 0 1 * : p < . 0 5 
※ 2 多重比較における表記小→4・ヽ学校、、中→中学校、 高→高等学校
※ 3 〉: • 0 5 、 ≫ . 0 1 、= : 有意差なし

@
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@ 

抽出語 出現回数

活用 17 

意識 11 

教員 8 

自己 7 

目標 7 

育成指標 6 

研修 6 

必要 6 

機会 5 

教育 4 

会議 3 

確認 3 

校内 3 

指導 3 
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きた。第一のまとまりは「活用」や「意識」「教員」
「自己」「目標」等から構成されていた。このこ
とから「周知により、キャリアステージに応じた
教員の自己目標の指標として意識化し活用する」
とすることができる。第二のまとまりは、「育成
指標」や「研修」「会議」「校内」「教育」「職員」
等から構成されていた。このことから、「教育指
導の視点に関する育成指標について、校内での定
期的な会議において十分に研修する」とすること
ができる。第三のまとまりは、「必要」や「学校」「確
認」「達成」等で構成されていた。このことから、
「学校で時間を設定して、各内容の達成状況を確
認する必要がある」とすることができた。第四の
まとまりは、「重要」や「関連」「面談」等から構
成されていた。このことから「面談により、（育
成指標の）影響や関連性、重要性、有効性を感じ
る」とすることができる。さらに第五のまとまり
は、「勤務状況確認シート」や「作成」「評価」「シー
ト」等から構成されていた。このことから、「勤
務状況確認シートや評価シートにおける課題設定
を実施する際に（育成指標を踏まえて）実施する。」
とすることができた。
　以上のように、育成指標の活用に関する自由記
述から、「教員の自己目標を意識する際に活用する」
や「育成指標に関する校内会議での研修」「達成状
況を確認する必要性」等を抽出することができた。
　本章での検討から、育成指標の周知状況とし
て、ほとんどの学校が育成指標を１回以上実施し
ていた。小学校は周知の頻度が比較的多く、回数
の多い割合は中学校、高等学校と減少していた。
次に育成指標の必要性に対する認識の実態とし
て、「キャリアステージ」や「課題意識との関連」
等の必要度が比較的高かった。しかし、センター
研修等への参加や研修履歴の再確認等について
は、必要度がやや低くなっていた。育成指標の必
要性の認識については、いくつかの項目で小学校
と高等学校で差がみられたが、全体的には校種間
の差は大きくなかった。さらに、育成指標の活用
に関する意見として、「教員の自己目標を意識す
る際に活用する」や「育成指標に関する校内会議

での研修」等、活用の場面や方法等の意見を抽出
することができた。

５　本研究のまとめ

　本研究の目的は、教員の力量形成における校内
研修会の実施状況や校長及び教員の育成指標の学
校における活用状況と必要性に対する認識を明ら
かにすることであった。そのために、各学校の研
修への取り組みの実態とともに教員の力量形成に
おける育成指標の役割の実態や認識を調査に基づ
いて検討し、現状と課題を明らかにした。
　本論での検討により校内研修会の実態及び育成
指標の活用状況を明らかにすることができた。第
一は、校内研修会のテーマ設定における意向把握
であり、小学校や中学校、高等学校において、校
長や副校長がもっとも重視されていた。さらに
小・中学校では、校内課題研究との関連から、主
幹教諭や教務主任とともに、研修主任の意向が重
要視されていた。また、高等学校では校長や副校
長とともに、学年や生徒指導等の分掌主任の意向
が反映されていたことが明らかになった。
　第二は、校内研修会の実施内容であり、小・中
学校は学校課題研究との関連から、教科に関する
内容が半数を占めていた。それ以外の内容は高等
学校で行われている学校課題への対応を踏まえた
研修内容と同様となっていた。
　第三は、校内研修会の講師依頼の内訳として、
小・中学校がほぼ同様の傾向を示し、指導主事が
もっとも多く、続いて校内の教員や校長、副校長
となっていた。高等学校では、校内とともに機関
の専門職や指導主事など多様であった。　
　第四は、校内研修会の実施回数についてであり、
ほとんどの小学校で６回以上実施していたが中学
校は３回と比較的少ない学校と６回以上の割合が
多く実施状況に違いがみられた。また、高等学校
については、１回から６回以上の学校がほぼ同数
みられ、実施回数に幅がみられた。
　第五は、育成指標の周知状況として、ほとんど
の学校が育成指標を１回以上周知しており、小学
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校はその頻度が比較的多く、回数の多い割合は中
学校、高等学校と減少していた。
　第六は、育成指標の必要性についてであり、
「キャリアステージ」や「課題意識との関連」等
の必要度が比較的高くなった。一方、センター研
修等への参加や研修履歴の再確認等については、
必要度がやや低くなっており、活用状況に課題が
みられた。さらに、校種による必要度への認識の
差は比較的小さいことが分かった。　
　第七は、育成指標の活用に対する意見であり、
「教員の自己目標を意識する際に活用する」や「育
成指標に関する校内会議での研修」等、活用の場
面や方法等に関する事項を抽出することができた。
　以上のように、本研究では教員の力量形成にお
ける校内研修会の実施状況として、研修テーマの
意向把握対象者や研修内容、講師依頼の状況、実
施回数の実態を検討することができた。さらに、
育成指標の学校における活用状況として、周知の
回数や必要性に対する各校の認識の実態を明らか
にすることができた。
　しかし、一方課題も明らかになった。それは校
内研修会や育成指標の活用状況に関する実態把握
が学校単位の取り組みに限定されていたことであ
る。教員一人ひとりの意向を踏まえた上での分析
が必要である。今後、学校としての実践状況とと
もに、教員の取り組みの実態を関連づけた実態把
握及び分析に取り組みたい。
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